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研究要旨 

国内外には省エネルギー・環境影響評価を目的とした環境性能レーティングシステムが多く存在し

ている。一部では知的生産性やウェルビーイングのほか，清掃・維持管理を含めた環境的・経済的評

価も可能なものも存在している。また，産業保健分野では，企業の健康経営・健康投資に資する労働

生産性ツールが研究されている。本邦の建築物衛生の維持管理に資する自主評価・管理手法の構築

に向けて，これらシステムの解説書や評価ツール，およびこうしたレーティングシステムや労働生産性

評価ツールを収集・整理し、自主的な建築物維持管理手法の構築に向けた課題を明らかにすることを

目的とする。 

建築物の視点における環境・知的生産性レーティングシステムと，労働者の健康・生産性の視点に

おける健康・労働生産性評価ツールはいずれも労働生産性（文脈によっては知的生産性）を評価して

いるものの，環境保全効果もしくは経済指標の測定を各々目指しているため労働生産性に影響する要

素選択に相違がみられた。特に，現在の労働者の健康・生産性の主観評価と現在の健康状態および

過去 1～4週間前の個人の身体的・心理的・経済的要因や住まい要因・コミュニティ要因等の過去の影

響が混在することになるため，単純にその相関性から因果推論も因果探索もすることはできない。これ

ら 2 種類の評価ツールを架橋する因子を組み込み，各要素の重み付けを考慮したモデル構築が必要

である。 

 

A．研究目的 

3000m2を超える事務所の室内衛生環境は，

建築物衛生環境管理基準（建築物衛生法第4条）

でその項目と範囲が定められ，その基準の達成

状況は自治体（保健所）の立入検査・監視指導

の対象となる。しかし，こうした衛生管理が行

われている事務所ビルは全体の12％程度であ

り，残り88％を占める3000m2未満の事務所ビ

ルは，同等の衛生環境を保持できている保証は

どこにもなく，またその実態も十分に把握でき

ていない。過去には厚労科研で中規模建築物の

課題についてまとめているものの，そもそも法

適用とならない建築物全体を代表するサンプ

ルになっているのかどうか，あるいは特殊解の
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集合である建築物に対してどこまで一般化に

耐えるかという観点では，常に課題は残らざる

を得ない。しかしながら，建築物衛生法の適用

とならない面積規模の事務所ビルであっても，

利用する労働者の健康リスクは等しく低減し

なければならない。なお，労働安全衛生法に基

づく事務所衛生基準規則（昭和47年労働省令第

47号）では，建築物衛生法とは別に，気積，換

気，温度，空気調和設備に関する調整，燃焼器

具，照度等，騒音伝ぱの防止，給水，排水，清

掃のほか，トイレ，洗面設備，休憩室等につい

て規定している。この規定は全ての事務所に適

用となるため，内容について常に統一性に配慮

しながら進める必要がある。 

また，本研究で目指している建築物衛生管理

に関する簡易評価システムは，IoT技術や執務

者の主観的評価を積極的に活用することがで

きれば，比較的低コストで必要最小限の品質を

確保することが可能と考えている。どんなによ

いシステムであっても導入に伴う様々な障壁

（コストや手続きの面倒さ，ツール利用の難解

さ等）が残っていれば，自由意志に基づいて自

主的管理に利用してもらうなどほぼ無理であ

ろう。このような背景意図をもちつつ，可能な

限り簡易化しつつも実効性・汎用性のある自主

的物維持管理手法の構築を目標としている。一

方，不動産市場におけるESG投資の浸透，健康

経営に資するオフィスニーズの高まりを受け，

環境不動産もしくは健康不動産への期待も膨

み，オフィス空間の環境・知的生産性レーティ

ングシステムが国内外で開発されている。さら

に，企業の健康経営・健康投資に資する労働生

産性（知的生産性）評価ツールも産業衛生分野

で活用されている。 

本報では，こうした環境性能レーティングシ

ステムや労働生産性評価ツールを研究分担者

独自の視点で収集・整理し，自主的な建築物維

持管理手法の構築に向けた課題を明らかにす

ることを目的とする。 

B.  

B1．  

 日本には，建築環境総合性能評価システム

CASBEE（Comprehensive Assessment System 

for Built Environment Efficiency）が既に開発

されており，一般財団法人住宅・建築 SDGs 推

進センターが管理・運用している。新築・既存・

改修・街区など 21 種類もの評価システムがあ

るが，このうち衛生管理と健康に関連している

CASBEE-WO（ウェルネスオフィス）のマニュ

アルを入手した。同様なシステムは BREEAM

（イギリス）やアメリカ LEED，WELL（とも

にアメリカ）があり，BREEAM In-Use、WELL 

Building、LEED O+M のマニュアルをオンラ

インで入手した。これらは主にエネルギー・環

境の視点から作られているが，ビルメンテの観

点 か ら ま と め ら れ た The BOMA360 

Performance Program（アメリカ）も比較対象

に加えた。 

労働生産性評価ツールは，経済産業省が進め

る「健康経営」ガイドブックを取り掛かりとと

して産業保健分野の論文を検索し，WHO-

HPQ，SPS-6，WLQ，WPAI-GH，SPQ，日本

版 Presenteeism 尺度，WFun，CASBEE-OHC

を調査した。これらはすべてアンケート形式で

あるが，WFun，WLQ は有償であるため，論

文からの情報抽出のみを行い原紙の確認はし

ていない。 

 

C.  

C1.  

 建築物環境性能レーティングシステムは，イ

ギリス建築研究所（BRE，現在は第 3 セクター

であり国立研究所ではない）の BREEAM が最

も古く 1990 年に開発されている。一方、LEED
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はアメリカで 1993 年に開発されており，この

2 つの評価システムが世界で広く利用されて

いる。CASBEE は 2001 年開発で BREEAM や

LEED と同様な評価項目であるが，ファクター

4 の概念を取り入れた環境性能効率（BEE）を

セールスポイントとしている。WELL(2014 年

初版)は健康（ウェルネス）とウェルビーイング

に重点を置いており，室内空気，温熱，湿気，

光，音などの環境要素に対し，多くの項目を評

価している。また BOMA360 は Building 

Owners and Managers Association 

International（アメリカビルディング協会）が

PM（プロパティマネジメント）の観点から作

ったレーティングシステムであり，環境要素に

傾倒していない。日本版は日本ビルヂング協会

連合会が中心になって作成しており，室内環境

要素は建築物衛生法の規定が準用されている。

いずれも省エネルギー、地球温暖化防止をきっ

かけに工学的なアプローチで作られており，評

価項目数が多いことが特徴である。最近では健

康・室内環境品質(IEQ)の視点や不動産価値，

ESG など経済的利益を誘導する方向にシフト

している。これらの詳細を表１に示す。 

C2. 

 

 長時間労働は健康に害を及ぼす危険性が高

い。また不適切な衛生環境下における労働も同

様である。仕事と健康状態の因果関係は執務環

境以外の環境要素や身体的・心理的要素が複合

的に影響するため，対物保健の視点も欠かすこ

とができない。不健康に起因する生産性低下に

伴う経済的損失は，その治療に係る医療的費用

の 2～3 倍であることが報告されており

(Williams,1997)，企業が負担する健康コストは

むしろ生産性を高める方向に寄与すると考え

られるようになってきた。こうした健康状態と

労働生産性（Presenteeism，注 1）に関する研

究は 1990 年代から散見されるようになり，

2000 年代前半にはいくつかの評価ツールが開

発されている。例えばアメリカ産業環境医学会

（ACOEM）が推奨するツールとして WHO-

HPQ(Kessler,2004)，SPS-6(Koopman,2002)，

WLQ(Lerner,2002)、WPAI(Reilly,1993)などが

挙げられる（Loeppke，2003）。「日本再興戦略

改訂 2014」に基づき，生産性低下防止に寄与す

る従業員等の健康保持・増進を目的とした「健

康経営」の取り組みが行われているが（経済産

業省，平成 28 年），日本ではこうした流れのな

かで世界にやや遅れて労働生産性に関する日

本版測定ツールの開発（荒木:2016，Fujino:2015，

古井:2018）および WHO-HPQ，WLQ の日本

語版作成が行われている。表 2 に日本語で利用

可能なツールを示す。 

 なお，対物保健系から知的生産性評価ツール

として発展した CASBEE-OHC（CASBEE オフ

ィス健康チェックリスト）は，CASBEE-WO を

ベースにした 51 項目（健康・快適性 28 項目，

利便性向上 12 項目，安全性確保 1 項目，運営

管理 6 項目，プログラム 4 項目）の評価を行う

ツールである。阿部ら(2020)は，CASBEE-OHC，

WFun，WHO-HPQ，国民生活基礎調査の質問

項目 10 項目，ピッツバーグ睡眠質問票など含

めて Web アンケート調査（有効サンプル 3552

人）を実施し，WFun スコアと負の相関がある

こと，作業効率は CASBEE-OHC と WFun の

相関係数が比較的大きいこと，またオフィスの

みならず住まいやコミュニティとも相関関係

があることを示している。 

 

建築物環境性能レーティングシステムによ

る知的生産性評価は，回答時点での状態或いは

設計状態をその時点で評価する方法である。建

築物は経年劣化や維持保全方策が求められる
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が，それは求められていない。その意味で POE

（Post of Evaluation，事後評価）は重要である

が，実際にはそこまで実施している事業者（施

工業者や設計者）は稀である（余計なコストに

しかならないため）。 

一方，労働生産性評価ツールを執務者の主観

評価のなかで取り入れていこうとすると，いく

つかの構造的な違いが生じる。労働生産性ツー

ルの出自が産業保健的観点からの医学的アプ

ローチであることが根本的な違いである。 

このようなツールを本研究で開発するシス

テムにそのまま準用するためには，いくつか視

点をかえなくてはならないだろう。 
 

E.  

建築物の視点における環境・知的生産性レー

ティングシステムと、労働者の健康・生産性の

視点における健康・労働生産性評価ツールの収

集・整理を行った。いずれも労働生産性（知的

生産性）を評価しているものの、環境保全効果

もしくは経済指標の測定を各々目指している

ため、労働生産性に影響する要素選択に相違が

みられた。特に、現在の労働者の健康・生産性

の主観評価と、現在の健康状態および過去 1～

4 週間前の個人の身体的・心理的・経済的要因

や住まい要因・コミュニティ要因等の過去の影

響が混在することになるため、単純にその相関

性から因果関係を類推することはできない。ま

してや良いとこ取りをしたコンポジットシス

テムとすることも難しい。これら 2 種類の評価

ツールを架橋する因子を組み込み、各要素の重

み付けを考慮したモデル構築が必要である。 

 

注 1）Presenteeism は健康状態に応じたオフ

ィスでの知的生産性の状態を表すが，アウト

カム指標なのか意識評価なのかの出発点に相

違があるため，研究者によって微妙に定義が

異なる。例えば「出勤している労働者の健康

問題による労働遂行能力の低下」(山下ら，

2006)，「出勤しているけれども仕事に集中で

きない状態」(Gilbreath，2012), その他，調

子が悪くて通常よりも業務処理に時間を要す

る状態であるとか，調子悪いにも関わらず出

勤し成果を挙げている状態など多様に表現さ

れている（Jhons,2010）。 
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